
論説

主行動・同時行動についての新しい集計
および分析の試み

東京都世田谷区在住雇用労働者夫妻の生活時間調査から

水 野 谷 武 志

１．は じ め に

男女共同参画社会あるいは仕事と生活の両

立が求められる一方で，経済のグローバル

化・24時間化や ITCの高度化等によって生

活時間がますます過密化している。このよう

な現代社会において，どのような行動が同時

に行われているのか，またそれらの行動はど

れくらいの長さでどのような時間帯に行われ

ているのか，それらの同時行動の内容は性

（夫と妻）によってどの程度違うのか，等を

明らかにすることが生活時間調査・研究に求

められている課題の１つである。本稿では，

筆者の関わった共同調査研究によって東京都

世田谷区で2005年10月に実施された小規模

ではあるが独自の生活時間調査にもとづき，

主行動だけではなく同時行動をふくめた集計

及び分析を試み，夫妻の時間の使い方におけ

る新たな実態を明らかにしたい。

２．先 行 研 究

従来の生活時間調査・研究では，主行動に

ついての分析が中心であり，同時行動を主な

対象とした分析や，主行動と同時行動の関係

についてあまり検討してこなかった。筆者ら

の調査データによる分析を示す前に，ここで

同時行動の関わる国内外の研究について整理

し，その到達点を確認しておく。

2.1 国内

まず，国内における大規模生活時間調査の

双璧である，NHK「国民生活時間調査」

（以下NHK調査）と総務省統計局「社会生

活基本調査」（以下総務省調査）では主行動

と同時行動が調査されている。NHK調査は

1960年以来５年毎に実施してきた調査にお

いて一貫して主行動と同時行動を把握してき

た蓄積がある 。総務省調査は1976年の第１

回調査以来５年毎に実施してきた調査におい

て1996年調査までは主行動だけを把握して

きたが，2001年調査から標本の一部（調査

票Ｂ）に対して同時行動も調査し始めた 。

しかし，この２大調査では主行動と同時行動

の合計時間が集計されているだけであって，

主行動と同時行動の組み合わせや同時行動の
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NHK調査が初めて実施されたのは1941～42年

（41年８月，11月，42年２月，５月の四季調査）

であり，戦争の中断を経て，1960年から５年毎

に調査が再開された。ただし，1941～42年調査

は主行動のみを把握し，行動分類の仕方の点等か

らも1960年以降の調査とはかなり異なるもので

あった（日本放送協会編1990）。

総務省調査（調査票Ｂ）はアフターコード方式で

１つの同時行動の記入しか認めていないのに対し

て，NHK調査はプレコード方式（1995年調査

から）で同時行動が複数あった場合にすべてを記

入してもらうようにしている。またNHK調査

は，同時行動を認めない主行動（「会話・交際」，

「睡眠」，「休息」等）を定義し，それに当てはま

るものは集計段階で削除している。



時間量および時間帯については集計・分析さ

れていない 。ただし，この２大調査による

主行動と同時行動の１日の合計時間（総平均

時間）のうち，24時間（1440分）を超える

時間が同時行動の合計時間と考えうるので，

この規模を見ておくことは同時行動全体の規

模を知る点で貴重である 。利用できる最新

調査結果によれば，NHK調査（2005年調

査，有職者，平日，小分類〔29分類〕）では

女性1590分，男性 1538分，総務省調査

（2001年調査，有業者，週全体，詳細行動分

類〔62分類〕）では女性1513分，男性1495

分であった。調査方法や調査時期の異なる２

つの調査結果から単純に結論付けることはで

きないが，男女ともに約１～２時間程度の同

時行動が存在し，それは男性よりも女性にお

いて長いことが指摘できる。

上記の２大調査以外では，筆者らの調査研

究の前身である伊藤他（1984）が，1980年

に実施した小規模生活時間調査にもとづき，

夫妻別の同時行動（伊藤他では２次および３

次的行動）の行動分類別時間量を示した。そ

こで主に指摘しているのは，第１に，平日の

２次的行動は夫が２時間前後，妻が３時間前

後（ただし無職の妻は５時間50分），３次的

行動は夫妻ともに10～20分程度である，第

２に，同時行動はテレビ・ラジオ，休養・団

らんを中心にした社会的文化的行動に多く見

られる，第３に，社会的文化的行動に次いで

同時行動が多いのは家事的行動であり，内容

としては育児・教育と洗濯に集中している点

である。この調査研究は同時行動の実態につ

いて検討した先駆的研究であるが，主行動と

の関係が明らかにされていない。

2.2 海外

筆者の調べた限りにおいては海外における

同時行動を対象にした研究も少ないようであ

る。以下で３つの先行研究を紹介する 。

Fisher and Layte（2004）はワークライフ

バランスを測定する１つの指標として収入労

働関連時間（通勤時間をふくむ）と同時行動

の実態を英国国家統計局（ONS）の生活時

間調査（2000～01年実施）から検討した。

この研究では収入労働関連時間を主行動とし

て同時に他行動（メディア接触やつきあい・

交際）にどれくらいの時間を費やしているか，

さらに収入労働関連時間を同時行動としなが

ら主行動（メディア接触，身のまわりの用事，

つきあい・交際，自由時間）にどれくらいの

時間を費やしているかについて性および年齢

別に図示している。
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2006年に実施された総務省調査では新たな集計

計画があり，その中に調査票Ｂを使った主行動と

同時行動のクロス集計が初めて盛り込まれ（太田

2006），この結果は2007年12月に総務省統計局

のホームページで公表されている。この大規模調

査による新集計は，本稿の主題でもある，主行

動・同時行動における分析にとって非常に重要な

統計となる。しかし，新集計において，より詳細

な生活行動分類（小分類）による主行動と同時行

動のクロス表（「生活時間編に関する結果表一覧

（調査票Ｂ）」の第13表）では，集計対象の属性

が性別だけであり，本稿の分析対象である「未就

学児を持ち，ともにフルタイムで働く夫妻」とい

う特定の属性別集計はない。

田辺（2002）を参考にした。田辺は2000年の

NHK調査結果にもとづいて，主行動と同時行動

の合計時間（平日・小分類）は１日＝24時間の

2.6倍になると指摘している。しかしこの「2.6

倍」という指摘は，各行動の行為者平均時間を合

計している点で，過大評価である。行為者平均時

間は当該行動を行った者だけの平均時間であるの

で，各行動の行為者平均時間を合計すると24時

間を大きく超えるのは自明である。同時行動の規

模を知るには各行動の総平均時間（標本全体の平

均時間）を合計すべきである。したがって，以下

では総平均時間を使っている。

これ以外に，Williams and Donatt（1994）は，

世帯における同時行動の重要性に注目し，新古典

派的な世帯生産モデル（household production
 

model）を推計する際に主行動だけではなく同時

行動も考慮に入れた投入変数を導入した。
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Ironmonger（2004）は，オーストラリア

統計局によって1997年に実施された生活時

間調査にもとづいて，主行動（primary
 

activity）と２次的行動（secondary activ-

ity）の時間（週平均）におけるクロス表

（マトリックス）を作成した。例えば，主行

動としての女性の収入労働における週全体時

間（15.39時間）のうち，２次的行動がな

かった時間は12.90時間で，２次的行動が

あった時間では育児が0.15時間，飲食が

0.25時間，ラジオや CD視聴等が1.41時間，

等々となっている。クロス表の表側には主行

動として18行動，表頭には２次的行動とし

て８行動が配置され，上の例以外にも主行動

とそれと同時に行われた２次的行動の時間量

を明らかにした。

Michelson（2005）はトロント市（カナ

ダ）において働く母親とその家族に対して

1980年に実施した生活時間調査に基づいて，

行動種類別について主行動あるいは２次的行

動として行った割合（行為者率）とその平均

時間（行為者平均時間）を集計し，さらに同

時行動に対して回答者が感じる精神的な緊張

度（tension）を測定して示した。例えば行

為者率については，女性において収入労働を

主行動として行った人の割合は82％，２次

的行動として行った人は18％，同様に育児

を主行動として行った人は39％，２次的行

動は61％，等々である。

いずれの先行研究も主行動と同時行動の状

況を集計する方法として有効である。特に，

Ironmonger（2004）のマトリックスによる

表現方法は非常に多くの情報量を１つの表に

まとめられる点で優れている。

３．調査概要と集計方法

以上の先行研究を参考にし，本稿では筆者

らが実施した生活時間調査にもとづいて，主

行動と同時行動の状況を新たな試みとして集

計する。

3.1 調査概要

筆者らは2005年10月（平日と休日の２日

間）に生活時間調査を実施した。筆者の関わ

る生活時間共同研究グループは，1990，1995，

2000年に東京都世田谷区 で生活時間調査を

実施しており，今回の調査も過去の調査を基

本的に継承するものであり，その意味では４

回目の調査となる 。今回の調査対象も，東

京都世田谷区在住の雇用労働者夫妻（子ども

と同居か否かは問わない）である。ここで雇

用労働者夫妻とは，共稼ぎ夫妻あるいは夫片

稼ぎ夫妻のいずれかをいう。調査対象者は主

に公募方式によって獲得した 。これは，世

主行動・同時行動についての新しい集計および分析の試み(水野谷)

世田谷区を調査対象地域として選んだ主な理由は，

「世田谷区が，一方で生活の条件が整っていなが

ら他方で生活の基盤が変化に対応しきれないとい

う典型的な大都市の特徴をもっている」（天野寛

子他1994，p.16）と考えたからである。ただし，

地域的な特徴として，都心までの通勤には非常に

便利な位置にあるので，全国平均にくらべれば通

勤にかかる時間が短い。これは生活時間調査結果

に直接影響を与える要因として留意すべき点であ

る。

この共同調査研究のおこりは1975年に東京都在

住の雇用労働者夫妻を対象に実施した生活時間調

査まで溯ることができる。1975年以来，東京都

を調査対象地域として５年毎に調査を実施してお

り，筆者は1995年調査から参加した。過去の調

査研究の経緯，方法および分析結果の一部につい

ては水野谷（2005）を参照されたい。

公募方式を採用した理由としては，生活時間調査

の回答に多くの手間と時間がかかるため，調査目

的を理解し，積極的に参加してくれる対象を公募

によって獲得し，これによって，調査結果の正確

性を高められると考えたからである。しかし一方

で，この調査協力者が調査対象（ここでは世田谷

区の雇用労働者夫妻）をどの程度正確に代表して

いるかが当然問題となる。今回の調査協力夫妻の

主な特徴として，年齢，学歴，月収の水準が平均

的な夫妻よりも高い傾向がある。このような調査

協力者の標本としての偏りを考慮した上で，本調

査の結果を見なければならない。
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田谷区にあるいくつかの公的機関（役所，保

育園など）に調査協力依頼のパンフレットを

置かせてもらい，調査に協力してくれる夫妻

を募るというやり方である。その結果，調査

協力を申し出た夫妻は203カップル，有効回

答数は183カップルであった。生活時間票

（30行動分類のプレコード方式）と付帯質問

票を郵送によって配布・回収した 。

調査協力夫妻の１世帯あたりの平均人数は

3.7人，平均年齢は妻41.4歳，夫43.8歳で

あった。夫はいずれもフルタイムで働き，妻

がフルタイムで働くのは89組，パートタイ

ムで働くのは57組，無業であるのは37組で

あった。

3.2 集計方法

本稿では，調査協力夫妻のうち，未就学児

（小学校に通う以前）を持ち，ともにフルタ

イムで働く夫妻（56カップル）の平日の生

活時間を分析対象とする。同時行動をふくめ

た時間の使い方における問題を最も顕在化さ

せている夫妻と考えられるからである。

主行動と同時行動の集計については，筆者

らは既にいくつか試みている（天野他

2007）。そこでは，同時行動が１つだけの場

合の主行動との組み合わせ，同時行動が２つ

の場合の主行動との組み合わせについての集

計を試みた 。この集計結果の概要について

は次節に譲るが，この集計方法では，行動の

組み合わせは把握できるが，ある主行動を

行った人のうちどれくらいの割合の人が同時

行動を行っているのか，ある主行動において

どれくらいの時間量に同時行動が伴うのか，

あるいはある主行動においてどのような時間

帯に同時行動が伴いやすいのかは明らかにで

きていない。そこで本稿では第１に，従来の

集計方法として用いられてきた主行動の行為

者率と行為者平均時間の内訳として，同時行

動が伴っている主行動の行為者率と行為者平

均時間を集計する。さらに，同時行動が伴う

ことが多いいくつかの主行動を取り上げ，そ

の行為者率を時間帯別に図にまとめてみる。

3.3 同時行動における調査・集計方法の留

意点

同時行動については回答の正確性の問題が

ある。生活時間調査票には主行動の他に同時

に行動した活動を数に制限無く記入してもら

うように指示した。同時行動の記入状況につ

いて回収した調査票をみると，中には非常に

詳しく同時行動を回答している人が存在する

一方で，少しあるいは全く回答していない人

も見受けられた。常識的には，１日の生活の

中で同時に２つ（以上）の活動を全く行わな

いことは考えにくいが，もしかすると本当に

同時行動が無かったのかもしれない。回答者

への追跡調査が実現すればその実態も把握で

きるのかもしれないが，それが実現できてい

ない現時点では確かめようがない。したがっ

て，本稿における集計結果と実態の間に乖離

が生じている可能性があることに留意された

い。同時行動における回答の正確性は，本調

査に限らず，総務省調査（調査票Ｂ）や

NHK調査においても程度の差こそあれ，当

てはまる問題である。同時行動のより正確な

回答を引き出す方法のさらなる検討あるいは

従来の方法における正確性の検証が今後，必

要であると思われる。

調査票（抜粋）については本稿の付録を参照され

たい。

これ以外に関連したものとして，先述した Iron-

monger（2004）のマトリックスによる表現方法

と類似しているが，水野谷（2007）において，①

主行動と同時行動の行為者数についてのマトリッ

クス，②主行動と行動場所の総平均時間について

のマトリックス，③主行動と一緒にいた人につい

てのマトリックスを試行的に作成した。
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４．集計表とそこから読み取りうる

数値的実態

4.1 主行動と同時行動の組み合わせの状況

前述したように，天野他（2007）において

主行動と同時行動の組み合わせについて集計

を試みた 。本稿で独自に集計した結果は天

野他（2007）で得られた集計結果の続編であ

る。そこで，天野他（2007）で得られた主な

結果を改めてまとめておく。

同時行動が１つ場合 の主行動との組み合

わせ（当該の組み合わせの行為者率が５％を

超えるものに限る）では，第１に，夫よりも

妻の方が組み合わせの種類が多く，またそれ

ぞれの組み合わせの行為者率も高いこと，第

２に，最も行為者率の高い組み合わせは，夫

妻ともに，主行動が「食事」・同時行動が

「育児・教育」か「テレビ・ラジオ」である

こと，第３に，未就学児のいる夫妻では同時

行動に「育児・教育」が多いが，未就学児が

いない夫妻には「テレビ・ラジオ」が多いこ

と，第４に，未就学児のいる妻の休日で同時

行動の組み合わせの種類が最も多いこと，第

５に，妻に注目すると，同時行動との組み合

わせが多い主行動は，生理的生活時間（「食

事」や「身のまわりの用事」）か「育児・教

育」を除く家事的生活時間（「食事の準備」，

「食事の後片づけ」，「掃除・住生活管理」，

「洗濯・衣生活管理」）である。

同時行動が２つの場合の主行動との組み合

わせで最も多かったのは，主行動「食事」，

同時行動「テレビ・ラジオ」「団らん・家族

との関わり」である。

4.2 主行動に占める同時行動 の行為者率

および行為者平均時間

以上の天野他（2007）で得られた集計結果

をふまえて，ここからは本稿で独自に集計し

た結果表あるいは図を示し，そこから読み取

りうる数値的実態を指摘する。まず，主行動

組み合わせ以外には同時行動だけの時間量を４大

生活時間分類（生理的生活時間，収入労働時間，

家事的生活時間，社会的・文化的生活時間）別に

も集計した。夫妻ともに多いのは社会的・文化的

生活時間，妻に特に多いのが家事的生活時間であ

る。

天野他では同時行動を２つに場合分けした。１つ

は同時行動が１つだけの場合，もう１つは同時行

動が２つ以上の場合である。これを分けたのは同

時行動が１つの場合とそれ以上の場合には同時行

動に質的違い（肉体的・精神的緊張度等）がある

と考えたためである。ただし，同時行動が２つ以

上の場合に圧倒的多数を占めるのは同時行動が２

つの場合であるため，天野他では同時行動が２つ

以上の場合については，同時行動２つの場合だけ

を取り上げた。

これ以降で取り上げる同時行動は，同時行動が１

つだけの場合と，同時行動が２つ以上ある場合に

はその中で特に必要度の高いもの１つ（高い順に，

生理的生活時間，収入労働時間，家事的生活時間，

社会的・文化的生活時間）を筆者らが選んだ場合，

が混在している。ただし，同時行動が２つ以上あ

る場合に１つの行動を選ぶ基準については必ずし

も厳密ではない。本稿の限界である。

表１のいくつかの行動において，「主行動行為者

平均時間」と「うち同時行動有」の時間で前者よ

りも後者が長くなっている場合が見られる。例え

ば妻の「移動」の前者は30分であるのに対し後

者は１時間８分である。個人単位では，後者は前

者の内数であるので，後者の時間が前者の時間を

上回ることはない。しかし，表１は各個人の値に

よる平均値であるので，後者の時間が前者を上回

る場合が出てきている。妻の「移動」の例で言え

ば，「移動」した個人による平均時間よりも，同

時行動を伴って「移動」した個人による平均時間

の方が長いということである。この原因としては，

①同時行動を伴わない「移動」の平均時間が同時

行動を伴う「移動」の平均時間よりもかなり短い

こと，②同時行動を伴って「移動」した個人の数

が非常に少ないために，そのような個人の中で同

時行動を伴う「移動」時間の非常に長い個人がい

た場合，同時行動を伴う「移動」の平均時間はそ

の個人の値に引きずられて長くなってしまうこと，

が考えられる。少なくとも，標本数が少ない場合

にはこの集計による数値の見方には慎重でなけれ

ばならないだろう。
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の行為者率および行為者平均時間のうちどれ

だけ同時行動を伴っているかをみる （表

１）。

第１に，夫妻ともに，主行動が「食事」の

場合に最も多く同時行動が見られる。食事の

行為者率はほぼ100％であるが，そのうち同

時行動が占める割合は約半分である。平均時

間にして約１時間半のうち，45分前後は何

らかの同時行動が伴っていることになる。こ

の点は天野他（2007）で指摘された点の確認

である。天野他（2007）によれば「食事」と

の組み合わせが多い同時行動は「育児・教

育」か「テレビ・ラジオ」である。

第２に，同時行動が全体的に多く見られる

のは夫よりも妻であり，特にその差が大きい

ここでは同時行動の種類は問わず，主行動に同時

行動が伴ったかどうかだけが集計の基準となって

いる。同時行動の種類については前述の天野他

（2007）における主行動と同時行動の組合せの分

析で補われていると考えた。

表１ 主行動別総平均時間および主行動，同時行動別行為者率・行為者平均時間
（未就学児のいるフルタイム雇用夫妻，2005年10月，平日，N＝56）（単位：時間．分，％)

主行動総平均時間 主行動行為者率(％) 主行動行為者平均時間

うち同時行動有 うち同時行動有

夫 妻 夫 妻 夫 妻 夫 妻 夫 妻

睡眠 6.46 7.11 100 100 0 7 6.46 7.11 － 0.30

食事 1.24 1.23 100 98 39 54 1.24 1.24 0.43 0.49

身のまわり 0.51 0.55 91 98 18 46 0.56 0.56 0.29 0.40

医療 0.01 0.05 4 13 0 4 0.23 0.39 － 0.30

休息 0.33 0.29 55 41 9 11 1.00 1.10 0.51 1.12

所定内労働 8.35 6.50 100 91 11 11 8.35 7.31 1.18 0.42

所定外労働 0.53 0.13 32 13 4 4 2.46 1.43 0.30 0.30

不払残業 0.36 0.13 30 14 2 0 1.58 1.32 0.30 －

通勤 1.51 1.26 100 91 9 29 1.51 1.34 1.00 0.57

食事の準備 0.08 0.54 27 91 4 46 0.29 0.60 0.23 0.39

食事の後片付け 0.07 0.25 30 73 9 32 0.22 0.34 0.18 0.23

掃除・住生活管理 0.03 0.10 13 34 4 7 0.21 0.29 0.23 0.23

洗濯・衣生活管理 0.06 0.17 25 45 5 14 0.26 0.37 0.15 0.32

世話・介護 0.03 0.16 7 25 0 5 0.45 1.03 － 0.50

親・親戚のもてなし － 0.00 0 2 0 0 － 0.15 － －

育児・教育 0.32 1.33 46 79 13 30 1.09 1.59 0.56 1.10

買物 0.03 0.09 11 32 0 5 0.27 0.29 － 0.40

テレビ・ラジオ 0.35 0.19 48 30 11 13 1.13 1.04 0.42 0.41

新聞・雑誌 0.05 0.02 18 9 2 2 0.26 0.21 0.30 0.30

読書 0.01 0.02 2 4 0 0 0.30 0.53 － －

趣味・娯楽 0.18 0.20 27 14 4 4 1.09 2.21 0.38 1.00

学習・研究 0.02 0.07 4 5 0 2 1.00 2.10 － 0.30

スポーツ 0.01 0.03 2 2 0 0 1.00 2.45 － －

団らん 0.12 0.24 18 32 0 7 1.08 1.14 － 1.19

つきあい・交際 0.02 0.02 2 5 0 2 2.15 0.40 － 1.00

社会的活動 0.01 0.02 2 2 0 2 0.30 2.00 － 2.00

信仰・宗教的活動 － － 0 0 0 0 － － － －

移動 0.11 0.09 16 21 2 4 1.05 0.41 0.30 1.08

車の管理 － － 0 0 0 0 － － － －

その他 0.00 0.02 2 9 0 2 0.15 0.18 － 0.15

注：「－」は行為者がいないことを表し，「0.00」は四捨五入しても１分に満たないことを表す。
出所：東京都世田谷区生活時間調査
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行動は「身のまわり」，「通勤」，「食事の準

備」，「食事の後片づけ」，「育児・教育」であ

る。「食事の準備」，「食事の後片づけ」，「育

児・教育」は主行動自体の行為者率や行為者

平均時間について夫に比べ妻の方が高いある

いは長いことは指摘されて久しいが，同時行

動も多く伴っていることが新たにここで示さ

れている。天野他（2007）によれば，主行

動・「食事の準備／後片づけ」に伴う同時行

動で多い組合せは「育児・教育」，主行動・

「育児・教育」に多い組み合わせは「テレ

ビ・ラジオ」である。

4.3 いくつかの主行動における同時行動の

時間帯別行為者率

同時行動を伴う主行動のうち，特にその率

が高い「食事」，「食事の準備」，「育児・教

育」について時間帯別に行為者率をみる（図

１～３）。

「食事」については，夫妻ともに朝昼より

も夕方において同時行動が伴う割合が高い。

また，夕方の同時行動について，夫は19：

00から23：00に一定程度見られるが，妻は

19：00から20：00に集中している。

「食事の準備」については，夫の行為者率

は主行動自体わずかなのでなんとも言えない

が，同時行動についてはほとんど伴っていな

いようである。一方，妻は朝夕ともに同時行

動がある程度伴っており，特に夕方に相当程

度伴っていることがわかる。

「育児・教育」については，朝夕において，

妻に比べると夫の主行動および同時行動とも

に行為者率は低い。夕方では夫の主行動およ

び同時行動は22：00でほぼ終わるが，妻は

その後も続いている様子がうかがえる。

５．まとめと今後の課題

天野他（2007）および本稿の集計から，夫

よりも妻の方が同時行動を伴う行動が全般的

に多いことが確認された。その中でも，同時

行動が伴う割合の多い「食事」，「食事の準

備」，「育児・教育」に注目してみると，夫妻

ともに言えることは，朝よりも夕方以降にお

いて同時行動が伴う割合が高いことである。

夫妻で対照的な点は，夕方の「食事」の時間

帯が妻では集中しているのに対して夫では分

散していること，夜の「育児・教育」（主行

動・同時行動ともに）の時間帯が妻では深夜

まで及んでいるのに対して夫では22：00に

ほぼ終わっていることである。このような同

時行動についての情報は夫妻の生活時間を把

握する上で新たな側面を明らかにしうる。家

事や育児において夫に比べて妻の分担が非常

に大きいことは主行動だけによる従来の集計

によって指摘されてきたことであるが，そこ

にはかなりの同時行動が伴っている。同時行

動として「育児・教育」を伴っている主行動

（「食事」や「食事の準備」）が特に夕刻以降

の妻に多いことは，これらの主行動への負担

が量的（時間量）だけではなく質的（行動の

強度や緊張度，時間帯など）にも大きいこと

を新たに示しうる。

同時行動の研究からは新たに多くの知見を

得る可能性があると思われるが，本稿の検討

はその極わずかを示したに過ぎない。個別に

は非常に多様な同時行動の実態を主行動と併

せてどのように統計（わかりやすい図や表に

よる表現の工夫もふくむ）にまとめるのかに

ついては，改善の余地が依然として多くある。

本稿では主行動の行為者率や行為者平均時間

のうちに同時行動がどれほど伴っているかと

いう視点から集計・分析したが，各主行動の

総平均時間を中心に同時行動を分析してみた

り，主行動と同時行動についてその組合せと

時間量を同時に分析してみたり，あるいは同

時行動を中心にどのような主行動が伴ってい

るのかを分析しみたり等，様々な視点から検

討する余地が残されている。このような様々

な視点を検討するためにはデータ集計の改善
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や開発が必要であるが，生活時間データの特

質（例えば本稿の調査では，主行動，同時行

動〔複数の場合有り〕，一緒にいた人，行動

場所，等の変数が15分毎〔１日で計96コ＝

1440/15〕に存在する）がこれを困難にして

いる側面もある。また，3.3で指摘したとお

り，集計する以前の問題として，同時行動が

回答者によってどれほど正確に記入されうる

のか，あるいは回答者にとって同時行動が十

分に記入しやすい調査票に設計されているの

かについてもさらに検討を要する。

【付記】

本稿は，2007年９月16日専修大学神田

キャンパスで開催された経済統計学会第51

回全国大会の共通論題「ジェンダー平等戦略

と統計」で発表した際に配布した論文を加

筆・訂正したものである。また，2005年東

京都世田谷区生活時間調査およびそれに基づ

く研究は，平成16～19年度文部科学省科学

研究費補助金基盤研究Ｃ⑴，課題番号

16500486（研究課題名：生活時間調査による

新家事労働の実態把握とアンペイド・ワーク

の社会的評価方法の開発，研究代表者：日本

女子大学家政学部・天野晴子）によって実現

したものであり，本稿はその成果の一部であ

る。
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